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9 2026（令和8年）

インボイス～10月1日前後の取引にご注意 �
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9 月 の 税 務 と 労 務9月 （長月）SEPTEMBER
21日・敬老の日
22日・国民の休日
23日・秋分の日

国　税／�8月分源泉所得税の納付� �
� 9月10日

国　税／�7月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等）� 9月30日

国　税／�1月決算法人の中間申告� �
� 9月30日

国　税／�10月、1月、4月決算法人
の消費税等の中間申告（年
3回の場合）� 9月30日

　免税事業者等からの課税仕入れに係る税額控除の控除可能割合
が、今年10月1日以降は仕入税額相当額の7割（従来は8割）とな
るため、10月1日前後の取引は課税仕入れの時期にご注意くださ
い。課税仕入れの時期は原則として、商品の仕入れは引渡日ですが、
役務提供を受けた場合は約した役務の全部が完了した日です。



げ
ま
す
。

・　

雇
用
条
件
通
知
書
（
ま
た
は
雇

用
契
約
書
）
の
記
載
欄
を
追
加

し
、
説
明
窓
口
（
部
署
・
担
当
）

を
明
確
化

・　

説
明
に
使
う
資
料
（
待
遇
を
ま

と
め
た
表
、
比
較
表
、
評
価
制
度

の
説
明
）を
用
意

・　

口
頭
説
明
に
よ
り
行
っ
て
い
る

も
の
は
、
資
料
の
交
付
・
閲
覧
を

可
能
と
す
る
こ
と
な
ど
を
検
討

　

ま
た
、
労
働
者
か
ら
求
め
が
な
い

場
合
で
も
、
更
新
時
等
に
分
か
り
や

す
い
資
料
を
交
付
、「
説
明
を
求
め

る
こ
と
が
で
き
る
」
旨
を
周
知
し
て

お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
で
す
。

⑵　

賃
金
・
手
当
・
休
暇
・
退
職
手

当
等
の
再
点
検
（
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

対
応
）

　

パ
ー
ト
タ
イ
ム
・
有
期
雇
用
労
働

法
で
は
、
同
一
企
業
内
の
正
社
員
と

パ
ー
ト
・
有
期
と
の
間
で
、
待
遇
に

つ
い
て
不
合
理
な
差
を
設
け
る
こ
と

を
禁
止
し
て
お
り
、「
同
一
労
働
同

一
賃
金
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」に
お
い
て
、

そ
の
考
え
方
や
具
体
例
な
ど
が
示
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

改
正
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、
待
遇
差

の
判
断
を
「
待
遇
ご
と
に
、
性
質
・

目
的
に
照
ら
し
て
適
切
な
事
情
を
考

一
　
改
正
の
背
景

　

今
回
の
改
正
は
、
働
き
方
改
革
関

連
法
に
基
づ
く
「
施
行
５
年
後
見
直

し
」の
検
討
を
踏
ま
え
た
も
の
で
す
。

　

施
行
か
ら
５
年
が
経
過
し
、
非
正

規
雇
用
労
働
者
の
待
遇
改
善
の
取
組

は
進
ん
だ
も
の
の
、
正
規
と
非
正
規

の
賃
金
格
差
が
残
り
、
引
き
続
き
取

組
を
実
施
す
べ
き
状
況
に
あ
る
と
整

理
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
こ
の
間

に
不
合
理
な
待
遇
差
を
巡
る
複
数
の

最
高
裁
判
決
が
示
さ
れ
、
判
断
枠
組

み
が
具
体
化
し
て
き
ま
し
た
。

　

そ
こ
で
、
雇
用
形
態
又
は
就
業
形

態
に
か
か
わ
ら
な
い
公
正
な
待
遇
の

確
保
に
向
け
て
、
ル
ー
ル
を
「
現
場

で
運
用
で
き
る
形
」
に
整
え
る
こ
と

が
本
改
正
の
軸
に
な
り
ま
す
。

二
　
改
正
の
概
要

　

主
な
改
正
点
は
、次
の
３
つ
で
す
。

⑴　

労
働
条
件
明
示
事
項
の
追
加

　

パ
ー
ト
・
有
期
・
派
遣
労
働
者
を

雇
い
入
れ
た
時
に
明
示
す
る
事
項

に
、「
待
遇
差
の
内
容
・
理
由
等
に

関
す
る
説
明
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

る
」旨
の
明
示
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

違
反
し
た
者
は
罰
則
と
し
て
、

10
万
円
以
下
の
過
料
が
定
め
ら
れ
て

い
る
こ
と
に
も
注
意
を
要
し
ま
す
。

⑵　

同
一
労
働
同
一
賃
金
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
改
正

　

裁
判
例
等
を
踏
ま
え
、
賞
与
・
退

職
手
当
・
無
事
故
手
当
・
家
族
手
当
・

住
宅
手
当
・
病
気
休
職
・
夏
季
冬
季

休
暇
・
褒
賞
な
ど
に
関
し
、
ど
の
よ

う
な
待
遇
差
が
不
合
理
に
当
た
る
の

か
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

⑶　

雇
用
管
理
指
針
等
の
改
正

　

福
利
厚
生
施
設
の
便
宜
供
与
の
対

象
例
拡
充
、
正
社
員
転
換
推
進
措
置

の
実
施
方
法
、
説
明
方
法
の
具
体
化

な
ど
、
雇
用
管
理
全
般
の
改
善
を
後

押
し
す
る
改
正
が
行
わ
れ
ま
す
。

※　

派
遣
分
野
も
、
派
遣
元
・
派
遣
先

指
針
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
同
趣
旨

で
見
直
さ
れ
ま
す
。

三
　
企
業
が
実
施
す
る
こ
と

⑴　

労
働
条
件
通
知
書
（
労
働
条
件

明
示
）
の
追
記
と
労
働
条
件
の
説

明

　

改
正
施
行
後
は
、
パ
ー
ト
・
有
期

を
雇
い
入
れ
た
時
は
、
労
働
条
件
明

示
事
項
と
し
て
「
説
明
を
求
め
る
こ

と
が
で
き
る
」
旨
を
書
面
交
付
等
で

明
示
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

実
務
上
は
「
書
式
の
追
記
」
だ
け

で
終
わ
ら
せ
ず
、
説
明
を
求
め
ら
れ

た
後
の
流
れ
も
含
め
て
整
備
し
て
お

く
こ
と
が
重
要
で
す
。
実
施
例
を
掲

同
一
労
働
同
一
賃
金

同
一
労
働
同
一
賃
金

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
の
改
正

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
の
改
正

　

本
年

　

本
年
1010
月
１
日
か
ら
、パ
ー
ト
タ
イ
ム
・
有
期
雇
用
労
働
者（
以

月
１
日
か
ら
、パ
ー
ト
タ
イ
ム
・
有
期
雇
用
労
働
者（
以

下
「
パ
ー
ト
・
有
期
」）
と
派
遣
労
働
者
の
公
正
な
待
遇
の
確
保

下
「
パ
ー
ト
・
有
期
」）
と
派
遣
労
働
者
の
公
正
な
待
遇
の
確
保

に
向
け
て
、省
令
・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
の
改
正
が
施
行
さ
れ
ま
す
。

に
向
け
て
、省
令
・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
の
改
正
が
施
行
さ
れ
ま
す
。

　

雇
用
形
態
に
よ
る
不
合
理
な
待
遇
差
を
解
消
す
る
「
同
一
労

　

雇
用
形
態
に
よ
る
不
合
理
な
待
遇
差
を
解
消
す
る
「
同
一
労

働
同
一
賃
金
」
は
、
労
働
者
の
納
得
感
を
高
め
、
採
用
・
定
着

働
同
一
賃
金
」
は
、
労
働
者
の
納
得
感
を
高
め
、
採
用
・
定
着

を
支
え
る
重
要
な
テ
ー
マ
で
す
。
今
回
は
、
改
正
点
と
企
業
が

を
支
え
る
重
要
な
テ
ー
マ
で
す
。
今
回
は
、
改
正
点
と
企
業
が

実
施
す
べ
き
こ
と
を
解
説
し
ま
す
。

実
施
す
べ
き
こ
と
を
解
説
し
ま
す
。
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慮
し
て
判
断
す
る
」
枠
組
み
を
前
提

に
、
裁
判
例
等
を
踏
ま
え
、
次
に
掲

げ
る
項
目
の
追
加
が
行
わ
れ
ま
し

た
。

賞
与
・
退
職
手
当
…
正
社
員
と
の
間

の
職
務
の
内
容
等
の
違
い
に
応
じ

た
均
衡
の
と
れ
た
内
容
と
な
っ
て

い
な
い
場
合
は
、
不
合
理
と
認
め

ら
れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　
　

ま
ず
賞
与
・
退
職
手
当
の
「
目

的
」を
確
認
し
、そ
の
目
的
が
パ
ー

ト
・
有
期
に
も
当
て
は
ま
る
場
合

は
、
正
社
員
と
の
働
き
方
や
役
割

の
違
い
に
応
じ
た
バ
ラ
ン
ス
の
と

れ
た
も
の
に
な
っ
て
い
る
か
を
確

認
し
ま
し
ょ
う
。

無
事
故
手
当
／
家
族
手
当
／
住
宅
手

当
…
業
務
内
容
が
同
一
な
ら
無
事

故
手
当
の
同
等
取
扱
い
が
求
め
ら

れ
ま
す
。
継
続
勤
務
が
見
込
ま
れ

る
な
ら
家
族
手
当
の
同
等
取
扱
い

が
求
め
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
転
居

を
伴
う
配
置
変
更
の
有
無
に
応
じ

て
支
給
さ
れ
る
住
宅
手
当
は
、
同

条
件
に
あ
る
パ
ー
ト
・
有
期
に
も

同
等
の
取
扱
い
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
各
手
当
の
趣
旨
・
目
的
を
確

認
し
た
上
で
、
支
給
対
象
者
や
支

給
額
の
見
直
し
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

福
利
厚
生
施
設
…
福
利
厚
生
施
設
の

正
社
員
転
換
…
転
換
制
度
を
設
け
る

だ
け
で
な
く
複
数
措
置
が
望
ま
し

い
こ
と
、
更
新
時
の
面
談
や
メ
ー

ル
等
で
意
向
を
確
認
し
、
そ
の
意

向
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

も
の
と
さ
れ
ま
し
た
。

説
明
方
法
…
待
遇
の
相
違
の
内
容
及

び
理
由
の
説
明
の
際
は
、パ
ー
ト
・

有
期
が
内
容
を
理
解
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
、「
資
料
活
用
＋
口

頭
説
明
」
ま
た
は
説
明
す
べ
き
事

項
を
全
て
記
載
し
容
易
に
理
解
で

き
る
内
容
の
資
料
を
交
付
す
る
等

の
方
法
に
よ
り
説
明
す
る
も
の
と

さ
れ
ま
し
た
。

四
　
対
応
時
の
注
意
点

⑴　

待
遇
差
の
解
消
の
仕
方

　

不
合
理
と
認
め
ら
れ
る
待
遇
の
相

違
の
解
消
等
の
目
的
は
、
パ
ー
ト
・

有
期
の
待
遇
の
改
善
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
待
遇
の
相
違
の
解
消
等
に
当

た
っ
て
は
、
正
社
員
の
待
遇
引
下
げ

（
労
働
条
件
の
不
利
益
変
更
）
に
よ

り
行
う
の
で
は
な
く
、
パ
ー
ト
・
有

期
の
労
働
条
件
の
改
善
を
図
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

⑵　

抽
象
的
説
明
を
避
け
る

　
「
役
割
期
待
が
違
う
か
ら
」な
ど
抽

象
的
・
主
観
的
な
説
明
だ
け
で
は
足

り
ず
、
客
観
的
か
つ
具
体
的
な
実
態

に
基
づ
い
て
説
明
で
き
る
こ
と
が
重

要
で
す
。

⑶　

説
明
の
記
録
を
残
す

　

説
明
し
た
事
実
と
資
料
が
残
っ
て

い
な
い
場
合
、「
言
っ
た
・
言
わ
な
い
」

と
労
使
間
の
認
識
の
相
違
に
つ
な
が

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
説
明
に
用
い

た
資
料
と
説
明
記
録
を
残
し
て
お
き

ま
し
ょ
う
。

⑷　

無
期
雇
用
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者

　

雇
用
期
間
を
定
め
ず
フ
ル
タ
イ
ム

で
勤
務
す
る
労
働
者
は
、
パ
ー
ト
タ

イ
ム
・
有
期
雇
用
労
働
法
が
適
用
さ

れ
る
対
象
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
労

働
契
約
は
、
均
衡
を
考
慮
し
つ
つ
締

結
す
べ
き
も
の
で
あ
り
、
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
趣
旨
が
考
慮
さ
れ
る
べ
き
で

あ
る
こ
と
（
無
期
雇
用
フ
ル
タ
イ
ム

労
働
者
も
、
不
合
理
と
認
め
ら
れ
る

待
遇
の
相
違
が
あ
る
場
合
に
は
解
消

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
）
に
留
意

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑸　

参
考
資
料
の
公
開

　

厚
生
労
働
省
に
よ
り
、「
同
一
労

働
同
一
賃
金
特
集
ペ
ー
ジ
」
が
設
け

ら
れ
、
各
種
の
解
説
資
料
や
支
援

ツ
ー
ル
が
公
開
さ
れ
て
い
ま
す
。
改

正
対
応
の
際
に
活
用
す
る
と
よ
い
で

し
ょ
う
。

料
金
・
割
引
率
等
の
利
用
条
件
に

つ
い
て
、
正
社
員
と
の
間
に
不
合

理
と
認
め
ら
れ
る
待
遇
差
を
設
け

て
い
る
場
合
は
改
め
て
い
き
ま

し
ょ
う
。

病
気
休
職
／
夏
季
・
冬
季
休
暇
／
褒

賞
…
正
社
員
に
病
気
休
職
期
間
の

給
与
保
障
を
行
う
場
合
は
、
継
続

勤
務
が
見
込
ま
れ
る
パ
ー
ト
・
有

期
の
病
休
に
対
し
て
も
給
与
保
障

を
す
る
、
正
社
員
と
パ
ー
ト
・
有

期
に
対
し
て
も
同
一
の
夏
季
・
冬

季
休
暇
を
付
与
す
る
、
一
定
期
間

の
勤
続
に
対
し
て
褒
賞
を
付
与
す

る
場
合
は
、
同
一
の
条
件
を
満
た

す
パ
ー
ト
・
有
期
に
対
し
て
も
同

一
の
褒
賞
を
付
与
す
る
と
い
っ
た

見
直
し
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

⑶　

雇
用
管
理
の
改
善

　

雇
用
管
理
指
針
の
改
正
は
、
待
遇

差
の
是
正
を
賃
金
の
み
な
ら
ず
、
福

利
厚
生
や
キ
ャ
リ
ア
形
成
も
含
め
た

改
善
を
促
す
内
容
で
す
。

福
利
厚
生
施
設
…
従
来
例
示
さ
れ
て

い
た
給
食
施
設
・
休
憩
室
・
更
衣

室
に
加
え
、
物
品
販
売
所
、
診
療

所
、
保
育
所
、
体
育
館
、
保
養
施

設
、
駐
車
場
等
の
利
用
便
宜
の
供

与
を
講
ず
る
よ
う
配
慮
す
べ
き
旨

が
追
加
さ
れ
ま
し
た
。
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１　貸付用不動産の評価方法の見直し
　貸付用不動産については、市場価格と通
達評価額がかけ離れていることを利用して、
相続税や贈与税の税額を大幅に圧縮する事
例が把握されています。このことを踏まえ、
評価の適正化や課税の公平性を図る観点か
ら、貸付用不動産の評価方法が見直される
ことになりました。
　具体的には、被相続人等が課税時期前５
年以内に対価を伴う取引により取得または
新築をした一定の貸付用不動産については、
課税時期における通常の取引価額に相当す
る金額によって評価することになりました。
この「課税時期における通常の取引価額に
相当する金額」は、課税上の弊害がない限
り、次の算式で計算した金額をいいます。
【算式】
　取得価額(地価の変動等を考慮)×80％

２　小口化商品の評価方法の見直し
　商品として小口化された貸付用不動産に
ついても、市場価格と通達評価額がかけ離
れており、相続税や贈与税の節税に利用さ
れているため、評価方法が見直されること
になりました。
　具体的には、取得時期にかかわらず課税
時期における通常の取引価額に相当する金
額によって評価することになりました。「課
税時期における通常の取引価額に相当する
金額」は、出資者の求めに応じて事業者等
が示した適正な処分価格や買取価格等、事
業者等が把握している適正な売買実例価
額、定期報告書等に記載された不動産の価
格等を参酌して求めた金額をいいます。た
だし、これらに該当するものが無いと認め
られる場合には、前記の【算式】に準じた
金額で評価します。
３　適用開始日
　これらの改正は、令和９年１月１日以後
に相続等により取得をする財産の評価に適
用されます。
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　消費税の課税事業者である事業者は、所
得税や法人税の所得金額を計算する際に、
消費税および地方消費税（以下「消費税等」）
について、「税抜経理方式」または「税込経
理方式」のいずれかを選択することになり
ます。
　税抜経理方式による場合は、売上金額や
仕入金額などに消費税等の額を含めないで
計上します。消費税等の額については、仮
受消費税等や仮払消費税等とします。決算
の際には仮受消費税等と仮払消費税等を相
殺し、消費税等の納税額または還付税額を
計上します。差額が生じた場合は雑収入や
雑損失に振り替えます。
　税込経理方式による場合は、売上金額や
仕入金額などに消費税等の額を含めて計上
します。消費税等の納付税額は、租税公課
として計上します。
　どちらの方法を採っても、納付する消費
税等の額は変わりません。

経理の豆知識  
� 税抜経理・税込経理
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